JAPAN 



EDICT OF GOVERNMENT M 

In order to promote public education and public safety, equal justice for all, 
a better informed citizenry, the rule of law, world trade and world peace, 
this legal document is hereby made available on a noncommercial basis, as it 
is the right of all humans to know and speak the laws that govern them. 



JIS B 9715 (2006) (Japanese) : Safety of machinery 
一一 Positioning of protective equipment with 
respect to the approach speeds of parts of the 
human body 



* * * * w * * * * 龠 

■ ■ ■ 'に ■ 一 

ISO INSIDE 



* 論 



F ♦ * * * 余' 《 




The citizens of a nation must 
honor the laws of the land. 

Fukuzawa Yukichi 







ズ—: 
' -，， 

\ 




1 


J 

% 




k 




1 


■ ■ 





1 








2m. ^ 



BLANK PAGE 




PROTECTED BY COPYRIGHT 



機械 11 の 安全性 一 人体 部位の 接近 速度 に 
基づく 保護 設備の 位置 決め 

JIS B 9715 2006 

(ISO 13855:2002) 

(JMF) 

(2011 mm) 



平成 18 年 ii 月 25 曰 制定 

日本 工業 標準 調査 会 審議 

(日本規格協会 発行） 

著作 讚 法に よ り 無断での 複鼸， 転載 等は禁 Jh されて お り ま す, 



B 9715 ： 2006 (ISO 13855 ： 2002) 



日本 工業 標準 調査 会 標準 部会 産業機械 技術 専門 委員会 構成 表 



(委員会 長） 
(委員） 





氏名 




所厲 


小 


林 


央 


男 


国立大学 法人 横 浜 国立大学 


大 


地 


□77 

m 


生 


日本 内 燃 機 蘭 速 合 会 


大 


湯 


お 
牟 


明 


社団法人 日 本 農業 機械工 乘 会 


吉 


良 




治 


社団法人 日 本 産業 機械工 紫 会 


佐々 木 


信 


也 


独立 行政法 人 産業 技術 総合 研究所 


閱 




滅 


夫 


財団法人 エンジニア リ ング 振興 協会 


高 


橋 


哲 


也 


厚生 ノ另' aft 


竹 


森 




治 


赛林水 靡 《 


4 ど 


野 


d.: 


明 


«：间法人|=^本機}1?1：«^述台会 


宮 


川 


a; 




社 R} 法人く ミ N 木工 機械工業 会 


村 


松 


敏 


光 


U1 上 交通お 


山 


名 




良 


社団法人 日本 逮設 機械化 協会 



主務 大 臣： f き 牛-労 鋤 人臣， lii 、！^ 座' « 大臣 制定： 平成 は 11.25 

官報 公 示： 平成 18.li.27 

厭 案 作成者： 社団法人『1本效《で：?^11^(^7^？ 

(〒 105-0011 お; (都 fJ? 区 芝 公 K'U ふ 8 機 Wft ミ興 会館 TEL 03-3434-9436) 
審議 節 会： 日本ェ^^據準^8：&^会 B ミ 準; 3; 会 （部会お 二 瓶 好 正） ' 

S 議 専門 委員会 ： 産 » 機械 技術 専門 祭囊 会 （委員会 長 小 林 英男） 

この 規格に ついての 意見 又は 質問 は， 上紀 原案 作成者， 厚生 労 膽省労 鍵 甚準局 安全 衛生 部 安全 緻 [T 100-8916 東京 
都 千代 田 区 霞が 間レ2-2 TEL03-5253-1111 (代/お] 又は、 枝リ 1^ STfff す; お 環境 局 基準 認証 ユニット 産業 基 » 標準化 
椎進室 [〒100-8901 54 ほ Sli 千 f ひト lEi リ が!^ に VI TEL 03-3501-1511 にご 迎絡 ください。 

なお， 日本 ェ«規»；^ は， に: ^i^^iM 匕 法 3^15 条の 規定に よって， 少なくとも 5 年 を枉] a する U までに U 本ェ: Sct^^yg ま 
会の 審» に 付され， 速やかに， 確 K, 改正 又は 靡 止されます。 



普作櫳 法に よ り氣 新での as 製. 転載 等 は 禁止され ております * 



B 9715 ： 2006 (ISO 13855 ： 2002) 



目 次 

ページ 

]¥5： • ' I 

1 翻 翻 • 2 

2 弓隱 tS • 2 

3 用語 及び 定義 • • … 3 

4 方) お 論 ' 4 

5 最小 距離 計算の ための 一般 式 …一 ' 6 

6 能動的 光電 保護 装置 付き 電気 的検知 保護 設備に 対する 最小 距離の 計算 6 

6.1 検知 区域に 対する 垂直 接近の 方向 8 

6.2 検知 区域に 対する 平行 接近の 方向 9 

6.3 検知 区域に 対するな なめ 接近の 方向 II 

6.4 2 位置に 変更 可能な 保護 設備 • 13 

7 床 レベルの 卜 リ ッ プ 装置に 関する 最小 距離 計算の 方法 14 

7.1 一般的 方法 14 

7.2 床 面への 設置 14 

7.3 段 上への 設置 ' 14 

8 両手 操作 制御装置… ' 14 

附属 書 A (参考） 実施例 16 

附属 書 B (参考） 歩行 速度 及び ストライドの 長さ 20 



(1) 



nfwim によ り 鷹 断での 裹 麵， ！g 載 等 は 禁止され てお り ます。 



B 9715 ： 2006 (ISO 13855 ： 2002) 



まんが、 き 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 機械工業 連合会 (JMF) から， ェ 
業 標準 原案 を 具して 日本工業規格 を 制定す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調査 会の 審議 を 経て， 厚生 
労働大臣 及び 経済 産業 大臣が 制定 し た 日本工業規格 であ る 。 

この 規格 は， 著作権法で 保護 対象と なって いる 著作物で ある。 

この 規格の 一部が， 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権 又は 出願 公開 後の 実用新案 登録 出願に 
抵触す る 可能性が ある ことに 注意 を 喚起す る。 厚生 労働大臣， 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 会 は， 
このような 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権 又は 出願 公開 後の 実用新案 出願に 係る 確認に 
ついて， 責任 はもたない。 
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著作権法 によ り 無断での 酸 製， 転載 等 は 禁止され ております。 



日本工業規格 JIS 

B 9715:2006 

(ISO 13855： 2002) 

機械 類の 安全性 一人 体 部位の 接近 速度に 基づく 保護 

設備の 位置 決め 

Safety of machinery — Positioning of protective equipment with respect to the 
approach speeds of parts of the human body 

序文 

こ の 規格 は， 2002 年に 第 1 版 と して 発行 さ れた ISO 13855, Safety of machinery - Positioning of protective 
equipment with respect to the approach speeds of parts of the human body 七 基に， 技 f/|f fl 勺 I 大 J 容及び 対》 匡 I 際 規格 

の 構成 を 変更す る ことなく 作成した 日本工業規格 である。 

リスク を 最小化す るた めに こ の 規格で 規定 される 数 種の 保護 設備の 効果 は， 危険 区域に 対し て そ の 設備 
の 関連 部分 を 正確に 位置 決めす る ことに ある 程度 依存す る。 これらの 位置 を 決定す る 際， 次の ような 多く 
の 側面 を 考慮す る 必要が ある。 

一 危険 源の 同定 及びす ベての リスクの 査定の 必要性 

一 事故 統計 を 含む 使用者の 実際の 経験 及び 既存の 国家 規格 

― 最新の 技術水準 及び 将来 可能な 技術 進歩 

一 使用され る 設備の 種類 

一 使用され る 保護 設備の 応答 時間 

一 保;;! £ 設備の 動作に 従って 機械が 安全 条件 を 達成す るた めにかかる 時間， 例えば 機械の 停止時間 
一 人体 部位の 生体力学 的 及び 人体 測定 データ 

一 検知 又は 作動 手段から 危険 区域に 向かって 動く 際の 人体 部位が と る 経路 
一 装置と 危険 区域の 間に 人が 存在す る 可能性 
一 危険 区域に 対す る 接近 力ま 検知 されな い 可能性 

これらの 側面が 更に 進歩した 時 は， この 規格に 反映して いる 現在の 方法 も 改良され る。 
こ の 規格 は 適切な C 規格 を 参照す る ことにより， 又は リスク アセスメント を 実行す る ことにより 正しい 
装置が 選択 された という 仮定に 基づいた ガイダンス を 与える。 

計算され た 距離が 設定され る ことにより， 次の 機械的 危険 源 を 発生させる 危険 区域への 接近から 生じる 
リスクに 対して 人 を 十分に 保護す る。 例えば， 押しつ ぶし， せん 断， きり 傷 又は 切断， 巻き込み， 引き込 
み， 捕捉， 摩擦 又は 摩滅， 突き刺し 又は 突き通し 及び 衝撃の 危険 源。 

固体 又は 液体の 噴射から 生じ る 機械的 危険 源 及び 毒物 放出， 電気， 放射の よう な 非 機械的 危険 源からの 
リスクに 対する 保護 はこの 規格で は 取り扱わない。 
この 距離 は 人体 測定 データから 導き出され ている。 

注記 1 この 規格が 非 産業 目的で 使用され る 場合， 設計者 はこの データが 産業 現場での 経験に 基づい 

ている という こと を 考慮すべき である。 
注記 2 特定の データが 子どもの ための 接近 速度に 利用で きる まで， この 規格 は， 子どもの 到達 域内 
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の 距離 を 計算す るた めに 関連の ある， 大人の 速度 及び 低い 検出 因子 を 使用す る。 

1 適用 範囲 

この 規格 は， 保護 設備の 検知 装置 又は 作動 装置から 危険 区域までの 最小 距離 を 決定す るた め， 手 • 腕 及 
び 接近 速度の 値に 基づく パラメータ， 及び 方法論 を 規定す る。 
作動 対象と する 装置 は 次のと おりで ある。 

― JIS 6 9700-1:2004, 3.26.5 (特に 電気 的検知 保護 設備， 圧力 検知 マツ ト） で 定義され る ト リ ップ装 

置。 それらに は， 運転 を 始動す るのに 追加で 使用され る 装置 を 含む。 
一 JIS B 9700-1:2004, 3.26.4 及び JIS B 9712:2006 で 規定され る 両手 操作 制御装置。 
注記 この 規格の 目的から， 片手で 起動す るよう に 設計され る ホールド • トウ • ラン 制御装置 は 保護 
設備と は 考えない。 

こ の 規格 は， 計算され た 距離 以上に 危険 区域に 接近す る こと を 意図した， 例 え ばべ ン ダン ト 形 両手 操作 
制御装置の ような 保護 設備に は 適用し ない。 

この 規格から 導き出された 最小 距離 は， ガー ド 又は 電気 的検知 保護 設備に より あらかじめ 保護され た 区 
域内での 人の 存在 を検 知す るた めに 使用され る 保護 設備に は 適用し ない。 

注記 この 規格の 対応 国際規格 及び その 対応の 程度 を 表す 記号 を， 次に 示す。 

ISO 13855:2002, Safety or machinery — Positioning of protective equipment witn respect to the 
approach speeds of parts of the human body (IDT) 
なお， 対応の 程度 を 表す 記号 (IDT) は， ISO/IEC Guide 21 に 基づき， 一致して いる こ と を 示す。 

2 引用 規格 

次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す る。 
これらの 引用 規格のう ちで， 西暦 年 を 付記して ある もの は， 記載の 年の 版 を 適用し， その後の 改正 版 （追 
補 を 含む。） に は 適用し ない。 

JTS 6 9700-1:2004 機械 類の 安全性-設計の ための 基本概念， 一般 原則-第 1 部： 基本 用語， 方法論 
注記 対応 国際規格 ： ISO 12100-1:2003 Safety of machinery — Basic concepts, general principles for 
design — Part l:Basic terminology, methodology (IDT) 
JIS B 9700-2:2004 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 2 部： 技術 原則 

注記 対応 国際規格 ： ISO 12100-2:2003 Safety of machinery -Basic concepts, general principles for 
design — Part 2:Technical principles (IDT) 
JIS B 9702:2000 機械 類の 安全性— リスク アセスメント の 原則 

注記 対応 国際規格 ： ISO 14121:1999 Safety of machinery -Principles of risk assessment (IDT) 
JIS B 9704-1:2006 機械 類の 安全性— 電気 的検知 保護 設備 - 第 1 部 ： 一般 要求 事項 及び 試験 

注記 対応 国際規格 ： lEC 61496-1:2004 Safety of machinery - Electro-sensitive protective equipment 
— Part 1 : General requirements and tests (IDT) 
JIS B 9707:2002 機械 類の 安全性 一 危険 区域に 上肢が 到達す る こ と を 防止す るた めの 安全 距離 

注記 対応 国際規格 ： ISO 13852:1996 Safety of machinery -Safety distances to prevent danger zones 
being reached by the upper limbs (IDT) 
JIS B 9712:2006 機械 類の 安全性 一両 手 操作 制御装置 一 機能的 側面 及び 設計 原則 

注記 対応 国際規格 ： ISO 13851:2002 Safety of machinery - Two hand control devices -Functional 
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aspects and design principles (IDT) 
3 用語 及び 定義 

この 規格で 用いる 主な 用語 及び 定義 は， JIS 8 9700-1:2004 による ほ 力、， 次に よる。 

3.1 

(保 Erf 設 の) 作動 [actuation (of protective equipment)] 

保護 設備が 人体 又は 人体 部位の 動 き を検知 し た 際の そ の 始動。 
3.2 

総合 ン スフ- ム 止 性 B む (overall system stopping performance t) 

検知 機能の 開始 か ら 危険な 動きが 消失す る ま での， 又は 機械が 安全 条件に あると 想定され る ま での 時間。 

r=^+6 とする。 ここで， 

/, は 検出 機能が 作動して か ら 出力 信号 開閉機 器が ォ フ 状態 になる ま での 最大 時間。 

らは 機械の 最大 応答 時間。 つまり， 保護 設備からの 出力 信号 を 受けた 後， 機械 を 停止す る 又は リスク を 

除去す るのに 必要な 時間。 /2 は， 例えば， 温度， バルブの 切換 時間， コンポーネントの 経 年 変化な ど， 

様々 な 要素に より 影響 を 受ける 9704-1:2006， 3.20 参照）。 

注記 /| と /2 の 関係 は 図 1 で 示される。 /| 及び /2 はぞ れぞれ 保護 設備と 機械の 関数で あり， 設計 及び 
測定に より 決定され る。 



T 















a) b) c) 



a) 保護 設備の 作動 

b) 保護 設備の 稼動 
C) リスクの 除去 

図 1 一 と^の 関係 

3.3 

検矢口 能力 d (detection capability d) 

供給者の 定める， 電気 的検知 保護 設備が 動作 可能な 検知 機能 パラメ 一夕の 範囲 （JIS B 9704-1:2006， 3.3 
参照)。 
3.4 

電 551 的検 矢!] 保護 設 fe (electro-sensitive protective equipment) 

保護 ト リ ッ プ 又は 存在 検知 のために 共同して 働 く 一群の 機器 及び Z 又は 部品であって， 少な く と も検知 

装置， 制御 • 監視 装置， 出力 信号 開閉機 器 を 有する もの （JISB 9704-1:2006， 3.5 参照)。 
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4 方法論 

図 2 は， 次のように この 規格 を 使用す る 際， 保護 設備の 検知 装置 又は 作動 装置の 正しい 位置 を 決定す る 
ための 系統的な 方法論 を 示す。 

a) 危険 源 を 同定し， リスク を 査定す る （JISB 9700-1 及び JISB 9702 参照）。 

b) もし， 当該 機械に ついて C 規格が あるならば， 個別 機械 規格から 指定の 種類の 保護 設備の 一つ を 選択 
し， その 規格に よって 規定され た 最小 距離 を 使用す る。 

C) もし， C 規格がないならば， 又は C 規格が 最小 距離に ついて 規定して いないの であれば， そのと き は， 
選択され た 保護 設備に 対す る 最小 距離 を 計算す るた めに こ の 規格の 公式 を 使用す る 。 適切な 種類の 保 
護 設備 は 関連す る A 規格 及び B 規格に 従って 選択すべき である。 

d) 機械の 設計に その 最小 距離 を 組み込む。 

e) 危険 区域への 接近が 検知 装置 又は 作動 装置に より 検 知され る ことなしに はでき ないように， これらの 
装置が 確実に 据え付けられる ようにす る。 、 

f) 据え付けられた 位置で 人力 ま検 知され ずに 保護 設備の 検出 装置と 危険 区域の 間に 存在す る こ とが 可能 か 
どうか を チヱ ック する。 この場合， リスクに 応じた， 追加 方策が 要求され る 場合が ある。 
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危険 源 を 同定し， リ 
スクを 査定す る 





YES 



この 最小 距離 を リスクに 応じ 
た 追加 方策と ともに 使用す る 





NO 


この 最小 距離 を 使 ffl す 
る 



この 最小 距離 を 使用 
する 



NO 



追加 又は 代替の 保;^ S 設備 
を 使 j^F] する 



図 2 — 系統的 方法 



^作 構 法に より 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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5 最小 距離 計算の ための 一般 式 

危険 区域からの 検知 点， 線， 面， 又は 区域への 最小 距離 は 次の 一般 式 (1) を 使用して 計算し なければ なら 
ない。 



ここに， K: 人体 又は 人体 部位の 接近 速度に 基づく データ （附属 書 B 参照） 力、 ら 
抽 出された パラメータ (mm/s) 
T ： 総合 システム 停止 性能 (S) (3.2 参照） 

C ： 保護 設備の 作動の 前に 危険 区域に 向かって 進入す る 可能性 を 勘案し 
ての 追加 距離 (mm) 



実施例 は 附属 書 A 参照。 

6 能動的 光電 保護 装置 付き 電気 的検知 保護 設備に 対する 最小 距離の 計算 

この 規格の 使用者 は， 特定の 機械に ついての 適切な C 規格に 従って 機械の 電気 的検知 保護 設備 を 選択し， 
使用 し な ければ な ら ない。 C 規格が 存在 し ない 場合， JIS B 9702 に 従って リスク アセスメント を 実施 し な 
ければ ならない。 

この 箇条 は検知 区域 に対する 接近 方向 を 基に して， 次の 三つの 主な アプリケーション を 考慮して いる。 
― 垂直 接近 （図 3 参照） 
一 平行 接近 （図 4 参照） 
- ななめ 接近 （図 5 参照） 

電気 的検知 保護 設備の 検知 区域に 隣接す るすき （隙） 間， 又は その 範囲 内の すき （隙） 間により 危険 区 



域に 接近す る こ と を 許容す る という こ とが 予見 可能な 場合， 保護 設備の 正しい 位置 決めと 追加 安全 防護 物 
を 考慮すべき である。 

他の 保護 設備 及び 追加 安全 防護 物 だけでなく 電気 的検知 保護 設備 を 超えて， 又はう （迂） 回しての 到達 
による 危険 区域に 接近す る こと を 防止し なければ ならない。 
注' > 検知 区域の 定義 は， JIS B 9704-1:2006 参照。 



S 气 KXT) + C 



^作 権 法に より 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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C) 



記号の 説明 
s 最小 距離 

1 危険 区域 

2 検知 区域 
3 接近の 方向 
4 固定 式 ガード 

図 3 — 垂直 接近の 3 例 



著作 撤法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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6.1 検知 区域に 対する 垂直 接近の 方向 

6.1.1 最大 40 mm の検 知能 力 を もつ 能動的 光電 保護 装置 付き 電気 的検知 保護 設備 

検知 区域から 危険 区域までの 最小 距離 は 次の 式 (2) を 使用して 計算した 値 未満であって はならない。 

^=-(2 000 mm/s X r) + 8(t/- 14 mm) (2) 

式 (1) (箇条 5 参照） に 次 を 当てはめる。 
a: ^2 000 mm/s 

C=8(i/—14mm) である 力、 未満で はない。 
J は 装置の 検知 能力 (mm) 

こ の 式 は 500 mm 以下の すべて の 最小 距離 S に 適用 され， 5 の 最小 距離 値 は 100 mm 未満で あ つ て はなら 

ない。 

S が 式 (2) を 使用して 500 mm を 超える 場合， 次の 式 (3) が 使用され る。 この場合， S の 最小値 は 500 mm 未 
満 であって はならない。 

^=(1 600 mm/s xr) 十 8( わ 14 mm) (3) 

式 (1) (箇条 5 参照） に 次 を 当てはめる。 
K= 1 600 mm/s 

C=8(J_14mm) である 力、 未満で はない。 

能動的 光電 保護 装置 付き 電気 的検知 保護 設備が 非 産業 用途， 例えば， 子どもが いるよう な 場所で， 使用 
される ことが 予見 可能な 場合， 式 (2) に基づいて 計算され る 最小 距離 S は 少な く と も フ 5 mm 増やさなければ 
ならない。 そのよう な 場合 式 (3) は 適用 できない という ことに 注意し な ければ な ら ない。 
6.1.2 機械の 再 始動 に 使用 される 能動的 光電 保護 装置 付 き 電気 的検知 保護 設備 

機械の 再 始動に 使用され る 能動的 光電 保護 装置 付き 電気 的検知 保護 設備 は 30 mm 以下の 検知 能力 を備 
え， 式 (2) (6 丄 1 参照） を 適用し なければ ならない。 また 最小 距離 S は 150 mm 超でなくて はならない。 
検知 能力 14 mm 以下の 場合， 式 (2) を 適用 し， 最小 距離 S は 100 mm 超で な く て はならない。 

注記 1 機械の 再 始動に 電気 的検知 保護 設備 を 使用す る 条件 は J1S B 9700-1 及び JIS B 9700-2 並びに 

関連す る タイプ C 規格で 示される。 
注記 2 電気 的検知 保護 設備の 追加 要求 事項 は JISB 9704-1 で 示される。 
6.1.3 40 mm 超 及び 70 mm 以下の 検知 能力 を もつ 能動的 光電 保護 装置 付き 電気 的検知 保護 設備 

このような 設備 は 手の 進入 を検 知し ない。 したがって， リスク アセスメント により， 手の 進入に 対する 
検知を 必要と しないと いう こ とが 示された 場合に 限り， 使用し なければ ならない。 
この 設備 は， 次の パラメ 一夕に 従って 設置し なければ ならない。 

検知 区域から 危険 区域への 最小 距離 は， 検 知され る 人体 部位に ある 程度 依存す る。 また， 次の 式 (4) を 使 
用して 計算し なければ ならない。 

S={\ 600 mm/s X 7) + 850 mm ' (4) 



著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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式 (1) (箇条 5 参照） に 次 を 当てはめる。 
K= 1 600 mm/s 
C=850 mm 

リスク アセスメントの 段階で， 不意の 接近の リスク を 考慮し なければ ならない が， すべての 場合に， 最 
上部の ビームの 高さ は 900 mm 以上で なければ ならない。 また， 最下 部の ビームの 高さ は 300 mm 以下で 
なければ ならない。 

電気 的検知 保護 設備が， 非 産業 用途， 例えば， 子どもが 存在す る 場合に 使用され る ことが 予見 可能な 場 
合， 最下 部の ビームの 高さ は 200mm 以下で なければ ならない。 
6.1.4 多 光軸 ビーム 

多 光軸 ビーム， 例えば， 2， 3 ないし 4 の 分離した ビームの 組合せ は， 人体 部位よりも むしろ 全人 体の 進 
入を検 知す るのに 通常， 使用され る。 

リスク アセスメント により， 分離 ビームが 適切で あると いう ことが 示された 場合， ビーム は 公式 (4) に 従 
つ て 危険 区域 か ら の 最小 距離に 設置 し な ければ な ら ない （6 丄 3 参照) 。 

リスク アセスメント では， 次の 方法の よう に， 装置 を バイパス して 使用す る 可能性 を 考慮し なければ なら 
ない。 

- 最下 部の ビームの 下 を は （這） う。 
- 最上 部の ビームの 上 を 越える。 
- ビームの 間から 届く。 

一 ビームの 間 を 人体が 通り抜ける ことによ る 接近。 

表 1 に 示す 2， 3， 及び 4 本の ビームの 高さ は， その 従来の 適用に おいて 最も 現実的で あると されて いる。 



表 1 一 ビームの 高さ 

単 fcl mm 



ビームの 数 


基準 面 （例えば 床 面） からの 高さ 


4 


300,600,900,1 200 




300,700,1 100 


2 


400,900 



6.1.5 高さが 単一の ビーム 

この ビーム は， 地面に 対して 平行に 使用され， 力、 つ， 直立した 人体に よって その ビームが 遮へ い （蔽） 
される 場合の みに ついて 考慮され ている。 

リスク アセスメント によ り 高さが 単一の ビーム の 使用が 許可され る 場合， 最小 距離 は 次の 式 (5) を 使用 し 
て 計算し なければ ならない。 

5^ 气 1 600 mm/sx r)+ 1 200 mm (5) 

地面 又は 基準 面 （JIS B 9707:2002， 4.1.1 参照） から 750 mm の 高さ 力、 ビーム を またいだり， かがんで 
通る 不意の 接近の 問題に 対する 現実的な 解決策で あると， 産業界で は 見られて いる。 
6.2 検知 区域に 対する 平行 接近の 方向 

最小 距離 は 次の 式 (6) を 使用して 計算し なければ ならない。 



： お 作 権 法に よ り 無断での 製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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^=(1 600 mm/sx r) + (l 200 mm-0.4//) (6) 

式 (1) (箇条 5 参照） に 次 を 当てはめる。 
K= 1 600 mm/s 
C 二 1 200 — 0.4// 

ただし， C は 850 mm 以上で ある。 ここで， //は 基準 面， 例えば 床からの 検知 区域までの 高さ (mm) であ 

る。 

この種の 保護 設備に ついては， 検知 区域の 高さ// は 1 000 mm を 超えて はならない。 

しかしながら， //が 300 mm を 超える 場合に は （非 産業 用途， 例えば 子どもが いる 場合， 200 mm), 検 

知 区域の 下方で 検 知で き な レ 1 不意の 接近 リ スクが ある。 リスク アセスメント により， この こと を 考慮し な 

ければ ならない。 

検知 区域の 最低 許容 可能 高さ は 次の 式 (7) を 使用 して 計算し なければ ならない。 

H=15 (^/-50mm) (7) 

したがって， 検知 区域の 高さが 与えられる 場合 は， 対応す る検 知能 力 J は， 次の 式 (8) を 使用して 計算し 
なければ ならない。 ' 

^=^+50 mm ' ' (8) 

この こと は， 検知 区域の 高さが 分かって いるか 又は 固定され ている 場合に は， 最大 検知 能力 は 計算す る 
ことができる という こと を 意味す る。 例えば， L 字形の 電気 的検知 保護 設備の 水平 部分 を 計算す る 場合で 
ある。 又は 検知 能力が 分かって いるか 若しくは 固定され ている 場合の 最小 高さ は， 許容 最大値 1 000 mm 
まで 計算で きる。 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等は禁 されて おります。 
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記号の 説明 

H 基準 面からの 検知 区域の 高さ 

S 最小 距離 

I 危険 区域 

2 検知 区域 

3 接近 方向 

4 固定 式 ガード 

5 検知 区域の 先端 

図 4 ー検知 区域に 対する 平行 接近 

6.3 検知 区域に 対するな なめ 接近の 方向 

検知 区域に 対する 接近 角が 設計され た 方向 （垂直 又は 平行） の 土 5° の 範囲に 収まる ように 保護 設備が 設 
置され ている 場合， それ は検知 区域への 角度の ついた 接近と して 考慮す る 必要 はなく， 関連 公式 を 適用す 
る （6.1， 6.2 及び 6.4 参照）。 

接近 方向に 対して 土 5° よ り 大きい 角度で 位置 決めされ る検知 区域に 関して， 予見 可能な 接近 方法に 関連 
する リス ク 及び 使用 されて いる 最も 適切な 公式 を 考慮 し な ければ な ら ない。 

予見 可能な 30° を 超える 接近 角 は 垂直の 接近と 考慮す るべき である [6.1 及び 図 5 a) 参照]。 予見 可能な 
30° 未満の 接近 角 は 平行 接近と 考慮す るべき である [6.2 及び 図 5 b) 参照]。 

検知 区域に 対するな なめ 接近が 平行 接近と して 考慮され る 場合， 6.2 の// 及び ゾに 関係す る 公式 (7) は最 
下部の ビーム 又は 基準 面 （図 6， //参照） に 最も 近い ビームに 適用し なければ ならない。 平行 接近の 場合， 
最小 距離 を 求める 公式 は 危険 区域から 最も 遠い ビーム に 適用 し な ければ な ら ない。 この ビーム は 検知区 
域の 高 さ が 最高 1 000 mm ま で 使用 してよ い。 



著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ており ます。 
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2 5 1 2 




a) b) 

記号の 説明 

S 最小 距離 

1 危険 区域 

2 検知 区域 

3 接近 方向 

4 固定 式 ガード 

5 検知 区域の 先端 

図 5 — 検知 区域に 対する 接近 角 



著作 機 法に よ り JWK での m 載 零は禁 I ト- されて お り ま す。 
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1 2 




記号の 説明 

H 検知 区域の 高さ （最下 部の ビーム） 

S 最小 距離 

1 危険 区域 

2 検知 区域 

3 接近 方向 

4 固定 式 ガード 

5 検知 区域の 先端 

図 6 —検知 区域の 高さ （最下 部の ビーム） 

6.4 2 位置に 変更 可能な 保護 設備 

検知 区域が 接近 方向 に 対 して 垂直 又は 平行 位置に 容易 に 変更で き る 場合， 両 接近 方向に 対す る 最小 距離 
を 適用し なければ ならない （A.4 の 例 3 参照）。 

検知 区域の 回転軸 は 両方の 要求 事項が 達成で きる 点に なければ ならない。 これ は 必ずしも 最後の ビーム 
である 必要 はない。 

接近 方向に 対して 垂直 位置の 場合 （垂直 検知 区域） に は， 最小 距離 S は， S^500mm まで は 式 (2) (6丄1 
参照） を 使用して， 計算し なければ ならない。 

S が 式 (2) を 使用して 500 mm を 超える 場合に は， 公式 (3) (6.1.1 参照） を 使用して よいが， 最低 値 は 500 mm 
とする。 

接近 方向に 対して 平行 位置の 場合 （水平 検知 区域） に は， 最小 距離 S は 最大 高さ 1 000 mm まで は 式 (6)， 

(7) 及び (8) (6.2 mm を 使用して 計算し なければ ならない。 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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r^、 




図 7 — 2 位置に 変更 可能な 保護 設備 

7 床 レベルの 卜 リ ップ 装置に 関する 最小 距離 計算の 方法 
7.1 一般的 方法 

足踏みで 作動す る 床 レベルの ト リ ッ プ 装置の 選択 及び 使用 は 適切な C 規格， 又は C 規格がない 場合 JIS 
B 9702 に 従った リスク アセスメント による。 

床 レベルの トリップ 装置の 例 は 圧力 検知 マツ ト， 圧力 検知床 及び 能動的 光電 保護 装置で ある。 

この 箇条で 床 レベルの ト リ ッ プ 装置に 関して 導き出された 最小 距離 は， 危険 区域への 接近 速度が 歩行 速 
度で あると いう こと を 仮定して いる。 検知 区域 を またぐ リスクに 関して は， 附属 書 B 参照。 

最小 距離 は 式 (6) (6.2 参照） を 使用して 計算し なければ ならない。 

S=(l 600 mm/sX r) + (l 200 mm-QAH) (9) 

ここに， 危険 区域と 危険 区域から 最も 遠い 検知 端までの 水平面での 最小 距 
離 (mm) 

H: 基準 面， 例えば 床 面からの 高さ （7.3 参照） である (mm)。 

7.2 床 面への 設置 

多くの 状況で， トリップ 装置 は 直接 床 面， つまり// =0 で 設置され る。 ゆえに， 床 面に 設置され る トリ 
ップ 装置の 最小 距離 は 式 (6) から 導かれた 式 (9) を 使用して 計算し なければ ならない （6.2 参照)。 

600mm/sXr) + l 200 mm (10) 

7.3 段 上への 設置 

ト リ ッ プ 装置が 段 上 又は 段差 をつ けた ブラ ッ ト フォームに 設置され る 場合， 最小 距離 は 0.4 //まで 低減 
してよ い。 そこでの 高さ// は 段差で ある (mm)。 

8 両手 操作 制御装置 

最も 近い 両手 操作 制御装置の 操作 部から 危険 区域までの 最小 距離 は 次の 式 (11) を 使用して 計算し なけれ 
ばなら ない。 . 



作 権 法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 



15 

B 9715 ： 2006 (ISO 13855 ： 2002) 



S=(l 600 mm/sxr) + 250 mm • (11) 

公式 (1) (箇条 5 参照） に 次 を 当てはめる。 
K= 1 600 mm/s 
C=250 mm 

操作 部が 操作され ている 間に， 例えば， 適切な 覆いに より， 手 又は 手の 一部が 危険 区域に 向って， 到達 
する リスクが 除去され る 場合， C は であって よい。 ただし， 許容 可能な 最小 距離 S は 100 mm である。 
注記 J1SB 9712:2006 は， 意図す る 両手 操作 を 無効 化する こと を 防止す るた めの カバーに 関して 助言 
を 与える。 そこで 規定され る 方策 は 危険 区域に 手 又は 手の 一部 力 倒 達する こと を 防止す るた め 
のす ベての 適用に 対して 適切で ある わけで はない。 



著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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附属 書 A 

(参考 j 

序文 

この 附属 書 は， 本体に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 

A.1 -般 

この 規格の 使用法 を 次に 示す。 

適切な C 規格 又は 関連す る 機械の リスク アセスメント により， これら の 例で 選択され た 保護 設備が 使用 
できる という こ と を 前提と している。 

A.2 例 1 

機械の 停止時間 は 60 ms ひ 2)。 検知 能力 14 mm 及び 応答 時間 30 ms ひ の 垂直の 能動的 光電 保護 装置 付き 
電気 的検知 保護 設備 を 備える 機械。 
式 (2) を 使用 

S=(2 000 mm/s X r ) + 8 ( J- 1 4 mm) (A.l) 

ここに， S : 危険 区域から 検知 区域までの 最小 距離 (mm) 
T ： 全 応答 時間。 90ms = 60 + 30(ms) 
d= 14 mm 

であるから， 

S=={2 000 mm/s X 0.09 s) + 8 (14 — 14) mm 
お 180 mm 

A.3 例 2 

例 1 と 同様の 機械。 ただし， 検知 能力 30 mm 
式 (2) を 使用 

お （2 000 mm/s X ァ）+ 8(J— 14 mm) ' • -… （A.2) 

ここに， r: 全 応答 時間。 90ms = 60 + 30 (ms) 
d~30 mm 

であるから， 



苦 作 権 法に よ り 無断での 複製， け？！^載等は禁止されてぉり ます。 
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S=(2 000 mm/s X 0.09 s) + 8(30 一 14) mm 
5'= 180 mm +128 mm 
5'= 308 mm 

A.4 例 3 

1 000mm の 高さの テーブル 付きの 機械に は 2 重の 位置 検知 区域が 要求され る。 総合 システム 停止 性能 T 
は 100ms であり， カーテン J の検 知能 力 は 40 mm である。 , 

垂直 方向の 適用 

式 (2) を 使用 

S=(2 000 mm/sX T)-hS(d- 14) mm- ' (A, 3) 

ここに， ァ = 100 ms 
t/=40mm 

であるから， 

5^= (2 000 mm/s X 0. 1 s) + 8(40 — 14) mm 
5'= 200 mm +208 mm 
5' ==408 mm 

これ は 500mm 超で はない。 よって この 式 は 有効で ある。 
水平 方向の 適用 
式 (6) を 使用 

S==0 600 mm/s X r ) + ( 1 200 mm - 0.4 // ) •• (A.4) 

こ こに， （1 200 mm — 0.4//) は 850 mm 未満で はない。 

であるから， 

^=(1 600 mm/s X 0.1 s) + 850 mm 
^=160 mm + 850 mm 
お 1 010 麵 

ゆえに 検知 区域の 回転軸 は 危険 区域から 408 mm の 水平距離 となる。 

著作権法 により 無断での 複製， は 禁止され てお り ます。 
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検知 区域の 最小 長さ は 1 010 — 408(mm) = 602mm である。 

この 例に おける 検知 区域の 回転軸と 危険 区域の 間の 408 mm のす き （隙） 間に 対して， 追加の 安全 防護 
策が 要求され るか どうか は リスク アセス メ ント により 示される。 

A.5 様々 な 装置 を 比較す る 例 
A.5.1 例 4 

自動 機械 システムの 危険 区域に 対する 不注意な 接近 は 能動的 光電 保護 装置に より 検 知され る。 
リスク アセスメント によ り 多 光軸 ビーム 装置が 適切で あると 示され， 3 ビーム 装置が 選択され る。 
機械 システムの 停止時間 は 300 ms であり， 保護 設備の 応答 時間 は 35 ms である。 

表 1 より ビーム は フロアから 300， 700 及び 1 100 mm に 設定され るべき である。 最小 距離 は 式 (4) によ り 

示される。 

^=(1 600 mm/sX r) + 850 mm (A.5) 

ここに， r 二 335 ms 

であるから， 

^=(1 600 mm/s X 0.335 s) + 850 mm 
^=536mm + 850 mm 
S=l 386 mm 

A.5.2 例 5 

例 4 と 同じ 機械で ある カミ， ただし 三つの ビーム 装置の 代わりに フロアに 圧力 検知 マツ ト 又は 能動的 光電 
保護 装置 を 設置して いる。 

^ = (1 600 mm/s X 7)4-1 200 mm (A.6) 

であるから， 

^=(1 600 mm/s X 0.335 s) + l 200 mm 
お 536 mm +1 200 mm 
S= 1 736 匪 

A.6 例 6 

リスク アセスメント により， 危険 区域に 接近す る こと を 防止す る の に 両手 操作 制御装置が 適切で あ る と 
いう ことが 示される。 装置 及 び 機械の すべて の 応答 時間 は 90 ms である。 

式 (10) を 使用 



：^^ 作 によ り «Mi での 廣«1 は 禁止され て おります。 
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S=(\ 600 mm/s X r) + 250 mm (A. 7) 

であるから， 

^=(1 600 mm/s X 0.09 s) 十 250 mm 
お 144 mm + 250 mm 
5=394 mm 

適切な 覆いが 使用され る 場合， S は 144 mm まで 低減す る ことができる （箇条 8 参照）。 



作 権 法に より 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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附属 書 B 

(参考) 

歩行 速度 及び ス卜 ライドの 長さ 

序文 

この 附属 書 は， 本体に 関連す る 事柄 を 補足す る もので， 規定の 一部で はない。 

B.1 —般 

検知 区域に 人が 歩いて 進入す る， 例えば， 圧力 検知 マツ 卜に 乗る ことにより 作動す る 装置の 位置 決め は 
接近 速度 及び スト ライ ドの 長さに よ り 影響 を 受ける。 

歩行 速度 及び ス ト ライ ドの 長さ は 母集団の 身体 及び 人体 測定 データに 依存す る。 

B.2 接近 速度 

この 規格で は 危険 区域に 対する 人の 接近 速度 は 歩行 速度 を 仮定して いる。 他の 接近の タイプ， 例えば， 
走る 又は ジャンプ する ような 場合 は， リスク アセス メン ト によ り 考慮すべき である。 

B.3 スト ライ ドの 長さ 

利用 可能な 調査 データに よ り ， 歩行 速度で かか と をつ けて 測定され た 1 歩 幅の 95 パー セン タイ ル はお よ 
そ 1 900 mm である。 この 数値 を 2 で 割り， 5 パー セン タイルの 靴の 長さ を 引く ことにより， ストライド 幅 
は 700 mm となる。 検知 区域と 例 えば 50 mm の ストライド 幅 の 間に 許容 範 囲 を 仮定し なけれ ばな らな いと 
した 場合， これ は検知 区域に 対して 750mm の 最小 幅 を 与えて いる。 



著作権法 により 無断での Sf 製， ifizi 載 等 は 禁止され ております。 
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JIS B 9715:2006 
(ISO 13855 ： 2002) 

機械 類の 安全性 一人 体 部位の 接近 速度に 基づく 

保護 設備の 位置 決め 

解 説 



序文 

この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定 '記載した 事柄， 並びに これらに 関連し だ 事柄 を 説明す る もので， 規 
定の 一部で はない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集' 発行す る もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団法人 
日本規格協会へ お願いします。 

1 制定の 趣旨 

し の規榷 「は ， ISO 13855, Safety of machinerv — positinong of protective equipment witn respect to the approach 
speeds of parts of the human body に基づいて 作成 し た 日本工業規格 であ る 。 

なお， この 規格の 発行 は， この 版が 初めてで あり， ISO で 発行され る 安全 規格 を WTO/TBT 協定の 観点 
から 早期に 日本工業規格と して 制定す る 必要性に かんがみ， この 規格 を 制定した。 

2 制定の 経緯 

この 規格 は 平成 15 年度に 社団法人 日本 機械工業 連合会 を 審議 団体と する 原案 作成 委員会 （箇条 5 参照） 
において 作成した 原案に 基づいて 制定した。 

なお， 対応 国際規格に 基づいた 日本工業規格 はこれ までに 作成して おらず， この 制定が 初めての もので 
ある。 

3 審議 中に 特に 問題と なった 事項 

原 国際規格の 序文に， この 規格の データ は， 欧州 人の 人体 測定 データ を 利用して いるとの 記述が あり， 
JIS として は， 日本人の 人体 測定 を もとに 安全 距離 を 修正す る こと を 検討した 力、 この 規格に 関連す るデ 
一夕に ついては， 原 国際規格と 適切な 比較が 困難で あり， また， 原 国際規格の 数値に ついては 一定の 正当 
性が 認められ たため， 原 国際規格の 数値 を そのまま 採用す る こと と した。 

4 規定 項目の 内容 
4.1 全般 

この 規格 は， 国際 安全 規格 系の タイプ B 規格に 相当し， この 規格の 原則 及び 仕様 は， 他の タイプ B， 夕 
イブ C 規格で も 共通 に 使用 する こと が 要求 される。 

4.2 引用 規格 （本体の 2) 

原 国際規格 では， ISO/TR 12100-1,-2 が 引用され ている 力;， この 規格 はすで に ISO 12100-1,-2 として 2003 

解 1 

著作権法 により 無断での 複製， 等 は 禁止され ております。 
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年に 発行され ており， また この 整合で ある JIS B 9700-1,-2 も 2004 年に 発行され ている ことから， お S B 
9700-1，-2 を 引用した。 その他の 引用 規格に ついても， 既に 整合 JiS 力 《発行され ている ことから， JIS を 引 
用した。 

4.3 "3.2 総合 システム 停止 性能" 

原 国際規格 では， この 定義 は， 総合 システムの 停止 性能 を "時間" と "移動 距離" で 定義して いるが， 
本 規格の 規定 内容で は， 時間の みで 規定され ている ため， 本 定義から は， "移動 距離" の 記述 は 削除した。 

4.4 "6.1.1 最大 40 mm の検 知能 力 を もつ 能動的 光電 保護 装置 付き 電気 的検知 保護 設備" 

原 国際規格 では、 "最大 40mm" との 表記 は， 記述され ていない カ^ "6.1.3 40 mm 超 及び 70 mm 以下の 
検知 能力 を もつ 能動的 光電 保護 装置 付き 電気 的検知 保護 設備" との 関係から， この 箇条での 要求 は， "最大 
40 ram" である ことが 明らかで あり， JIS では， "40 mm" を 付記した。 

4.5 参考文献 

原 国際規格 では， 附属 書 C として， "国際規格と EN (欧州 規格） の 対比 表が 添付され ている が， J1S と 
して は， 必要がない と 判断し 削除した。 

5 原案 作成 委員会の 構成 表 

原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 

JIS B 9715 原案 作成 委員会 構成 表 



(委員長) 
(委員） 





氏名 




所属 


向 


殿 


政 


男 


明治 大学 


丸 


山 


弘 


士 
心 


財団法人 硏友社 


山 

石 


永 


明 


男 


経済 産業 省 産業 技術 環境 局 


田 


中 


敏 


早 


厚生 労働省 労働 基準 局 


池 


田 


博 


康 


独立 行政法 人 産業 安全 研究所 


大久保 


尭 


夫 


日本 大学 


杉 


本 




旭 


北 九州 市立 大学 


川 


P 


邦 


供 


社団法人 産業 安全 技術 協会 


条 


川 


壮 




中央労働 災害 防止 協会 


中 


嶋 


洋 


介 


社団法人 日本 圧接 協会 


渡 


辺 




正 


社団法人 日本 建設機械 化 協会 


大 


槻 


文 


芳 


社団法人 日本 工作機械 工業 会 


佐々 木 


孝 


雄 


社団法人 日本 縫製 機械工業 会 


佐 


藤 


公 


治 


社団法人 日本 ロボ ッ ト 工業 会 


橘 




良 


彦 


T-RAST 研究所 


松 


前 


嘉 


昭 


石 川 島播磨 重工業 株式会社 


平 


田 




溥 


株式会社 荏 原 製作所 


川 


池 






オムロン 株式会社 


大 


竹 


勝 


彦 


株式会社 神 戸 製鋼所 



解 2 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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岩 


重 


大 
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木 


光 


夫 


竹 


原 


操 


平 


杉 


田 


士 


広 


古 


沢 




登 


蓬 


原 


弘 




井 


上 


洋 


一 


仲 


畑 


光 


蔵 


冨 


室 


康 


夫 


杉 


原 


健 


治 


夢 


木 






今 


泉 


武 


男 


新 


堀 


裕 




舞 


田 


靖 


司 


宮 


崎 


浩 




岩 


田 




実 
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株式会社 小 松 製作所 
株式会社 小 松 製作所 （元） 
住友 重 機械工業 株式会社 
株式会社 ダイ フク 

テュフ ライン ラン ドジ ヤノ ヽ。 ン 株式会社 
トヨタ 自動車 株式会社 

日本 信号 株式会社 
ビューロー ベリ タス 日本 支社 
株式会社 日立 製作所 
株式会社 牧野 フライス 
松下電器 産業 株式会社 
三菱 重工業 株式会社 
三菱 電機 株式会社 
社団法人 日 本 機械工業 連合会 
社団法人 日 本 機械工業 連合会 
社団法人 日本 機械工業 連合会 
社団法人 日 本 機械工業 連合会 

(文責： 宮崎 浩ー) 



解 



^作 権 法に より 無断での 複製， ifiSIMI は 禁止され ております。 
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白 紙 



解 4 



： 搏作権 法に より 無断での » 鼸， 餐 ft# は 禁止され ております。 



★ 内容に ついての お 問 射 は， 規格 開発 都 棟 準 R [FAX(03)3405-554 1 TEU03)5770- 1571] へ ご 連 

絡く ださい、， 

★JIS規ta^rぉの正,il'し?ミが発行された^ii含は， 次の 領で ご: *J 内いた します。 

(1) 当 協会 発行の 片 J 刊^ "標準化 ジャーナル" に， 正',^^もの内容を掲載ぃたします。 

(2) 原則として 毎月 第 3 火瞻 曰に， "日 業 新聞'' 及び "日刊 工業 新聞" の JIS 発行の 広告 tia 
で， 正 狭 票が 発行 ざれた JIS 規格 番号 及び の 名称 をお 知らせいた します。 

なお， 当 協会の JIS 予約者の 方に は， 予約され ている 部門で 正棋 狭が 発行され た 場合， 自動 

的に お送りい たします。 

女』18^^ト{^ ニ 'ヌのご注文は， 及' 1 ほ 部 力 ス タマ一 サ —ビス, 尉 TEL(0 お ； 583 ，。 2 FAX(03)3583-0462] 
又は 下 iiS の 当 協会 各 支部に おきましても ご注文 を 承って おり ますので， お 中 込みく ださい。 
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